




























































 第１章 本研究の目的と研究課題 
   研究の問題意識と研究課題の提示 
 第２章 金融システムと法系論 
   法的起源論（法系論）のサーベイとその意義の整理、日本の金融法制の整理・検討 
   と金融商品取引法の詳解 
 第３章 国内のベンチャーファンドシステム 
   ベンチャーファンドの法制の整理、ベンチャーキャピタリストへのヒアリング等 
 第４章 ベンチャーファイナンスの有効性① 
   最新データによる計量分析 
 第５章 ベンチャーファイナンスの有効性② 
   ベンチャー投資における種類株式の活用の計量分析 
 第６章 結語 
 
(2)各章の概要 

































 第４章は、ベンチャーファイナンスの有効性①では、国内の先行研究が VC の選別機能と
支援機能について、データ制約から IPO の前後における分析が中心であり、投資時点から
IPO に至るまでの投資先企業に与える VC の影響を正確に捉えることはできていないこと
を踏まえ、本論文では投資手法が IPO に至るまで（IPO 直前期）に企業の成長（売上高）
に与える影響について計量的に分析している。特にリード VC の特徴（スペシャリスト型
VC とジェネラリスト型 VC）と投資手法（シンジケート投資と段階的投資）により投資先














































 1990年代後半以降の法的起源論は、比較法分野に影響を与えたほか、世界銀行の Doing 
Business Report の登場にも反映されているほか、Allen and Gale, Comparing Financial 











応の蓄積もあるが（Constantinides,G., Harris,M. and Stulz,R., Handbook of the 


















の成長に与える影響を検証して（先行研究は、IPO 前後の VC の影響力について分析）、ベ
ンチャーキャピタルの属性が投資先企業に与える影響、投資手法が与える影響（段階的投








『社会イノベーション研究』（第９巻第２号、2014 年 10 月）に査読を経て掲載され、ベン

















 後にファンドの収益を中心とした更なる分析を進める必要がある。この点は種類株式導  
 入後間もないこともあり、止む得ないといえよう。 
(4) ファンドの EXIT として IPO を想定しているが、その他に M&A などもあり、それと 
 の対比も重要な観点であるが、本論文では触れられておらず、課題として残る。但し、 
 この点は公表データが全く得られないという制約がある。 
  
以上のような課題は申請者も認識しているところで、本論文ではその方向性の提示に留
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まっているが、これらは望蜀的な課題ともいえ、本論文の長所を損なうものではなく、今
後の研究課題であると思料される。よって、審査委員会は一致して、本論文が博士（社会
イノベーション学）の学位を授与するにふさわしいものと判定する。 
 
 
